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研究要旨 

 オールハザード・アプローチによる公衆衛生リスクの分析・アセスメントモデルの作成、

事案発生時の迅速な状況把握・分析、効果的なリスクコミュニケーションを可能にするイ

ンテリジェンス機能のあり方の提案を主な目的として、感染症、放射線、化学物質、自然

災害等のリスクアセスメント（RA）のあり方について、国内外の事例を収集するとともに、

オールハザード・アプローチの RA を実施する主要国の体制および国際機関のガイダンス

について情報収集・整理を行った。また、RA とその利活用に向けた情報システムのあり方、

デジタル空間情報の利用可能性について検討した。米国・英国では、ハザード・脅威を幅

広く対象とした体系的な RA が国・地域レベルで実施され、その結果は災害・健康危機の

事前準備等に活用されていた。世界保健機関（WHO）と欧州疾病予防管理センター（ECDC）

からは、わが国が参考とすべき戦略的 RA の実践に向けた方法論が示されていた。新型コ

ロナウイルス感染症への対応では、ECDC 及び英国が体系的かつ迅速な RA を実施し、そ

の結果をわかりやすく提示し、効果的なリスクコミュニケーションを可能にする体制を構

築していた。わが国では RA に必要な情報基盤は整備されていると考えられるが、実践に

向けては、保健医療関係者だけでなく多部門の行政機関、研究機関、ステークホルダーに

よる分野横断的な体制を整備することが重要である。
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Ａ．研究目的 

 自然災害や感染症パンデミック、大規模事

故等の公衆衛生事案への事前準備と緊急対応

の効果的な実践にあたっては、想定されるあ

らゆるハザード・脅威によるリスクを体系的

に分析・アセスメントし、優先順位を付した

上で対策に繋げるオールハザード・アプロー
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チのリスクアセスメント（RA）が重要とされ

る。わが国では、地震、感染症等の個々ハザ

ードについてのリスク評価は実施されている

が、これらを包含する体系的なリスク評価は

行われておらず、テロ等の意図的な事案など

公衆衛生的観点からの RA の手法が十分検討

されていないハザード・脅威も少なくない。

2018 年に世界保健機関（WHO）により実施

された国際保健規則（IHR）に基づく合同外

部評価においても、わが国のオールハザー

ド・アプローチに基づく分析・評価体制の確

立が課題として指摘されたところであり、公

衆衛生リスクの分析・評価手法の確立とこれ

に基づくリスクプロファイルの構築は急務と

いえる。 
 一方、事案発生時の緊急対応においては、

迅速な状況把握（situation awareness）、分析、

評価が不可欠である。今般の新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19）対応では、初期の

状況把握とそれに基づく評価・分析といった

インテリジェンス機能の重要性が、わが国の

みならず多くの先進諸国で課題として認識さ

れた。パンデミック下の自然災害等の複合的

事案や原因不明事案も想定される中、事案発

生時に専門家等を動員し、平時に構築したリ

スクプロファイルを活用しつつ、被害やリソ

ースの状況、事案発生下の市民の反応・行動

などを統合し、迅速かつ動的にリスクを分

析・評価するインテリジェンス機能の確立が

求められる。 
 オールハザード・アプローチによる RA の

先行事例として、米国や英国等における国家

規模での RA の取組みが挙げられる。これら

は平時における国・地方の事前準備体制の構

築に有用と考えらえるが、一方で、事案発生

時の情報収集・分析、迅速な RA・コミュニケ

ーションの手法については未知の部分も多い。

平時から事案発生時にシームレスに運用可能

なインテリジェンス機能構築に向けた知見の

集積は、国際的にも重要な意義を持つと考え

られる。 
 以上を踏まえ本研究では、オールハザー

ド・アプローチによる公衆衛生リスクの分

析・アセスメントモデルの作成、事案発生時

の迅速な状況把握・分析、効果的なリスクコ

ミュニケーションを可能にするインテリジェ

ンス機能のあり方の提案を主な目的とする。 
 

Ｂ．研究方法 
1. 感染症・バイオテロ等のリスクアセスメン

ト手法に関する研究 
 既存のハザード・脅威に対するリスク分

析・アセスメント手法について、感染症分野

における好事例の収集を行った。特に、迅速

な situation assessmentと awarenessが必要

とされた国内外の COVID-19 の変異株への対

応における情報収集・分析・評価、リスクコ

ミュニケーションについて好事例を収集・整

理した。また、公衆衛生リスク、特に感染症

リスクの分析手法について、新型コロナウイ

ルス（SARS-CoV-2）の変異株に関するリスク

評価の事例を文献的に検討した。 
 
2. 放射線および環境因子のリスクアセスメ

ント手法の分析・検証に関する研究 
 放射線が健康および社会に影響をもたらし

た日本における公衆衛生事案の代表例として、

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力

発電所事故に焦点を当てて、同事故に関する

既存資料の調査を行った。さらに、放射線被

ばくと健康リスクについて現状の認識を理解

するため、国際機関による報告書を参照した。

既存の放射線に関する脅威に対するリスク分

析として、被ばく線量の評価と健康リスクの

概要について、WHO の報告書及び、国連科

学委員会（UNSCEAR）の報告書を参照し、
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以下の項目について既存の知見をまとめた 
a. 原子力災害によるリスクとして認識され

ている項目およびリスクファクターの評

価方法 
b. 放射線に関する RA の好事例 
 
3. 平時から事案発生時にシームレスに稼働

するインテリジェンス機能の提案に関する研

究 
オールハザード、リスク分析をキーワードに、

先行研究、書籍、論文などを参考にしてリス

ク分析項目、利活用できそうなデータの調査

を行なった。また、得られた情報をインテリ

ジェンス化するにあたり、近年主流となりつ

つある情報ダッシュボード機能の調査を行い、

システム概要を設計した。 
 
4. デジタル空間社会の構築とオールハザー

ドへの活用に関する研究 
① COVID-19 のクラスター発生個所予測に

関わる人流とウェブ検索データの統合 
 都市内の COVID-19 のクラスター発生個所

を予測するために、従来から使われている人

流データ（＝人々の接触密度）に加えて、ウ

ェブ検索データを用いた感染リスクのスコア

を統合し活用する手法を提案した。 
② 携帯電話を用いた感染拡大リスク低減の

ための新たな接触確認技術の提案 
 携帯電話を用いて感染拡大リスクを下げる

新たな接触確認技術 CIRCLE 法

(Computation of Infection Risk via 
Confidential Locational Entries)を提案し、

「プライバシーに配慮しながら、地域住民に

感染のリスクを通知する」という課題につい

て検討した。 
③ 広域水害後の道路復旧作業の最適化にお

ける人流を考慮した深層強化学習モデリング 
 2018 年の西日本豪雨の事例を用いて、広域

水害後の道路復旧作業の最適化において、人

流を考慮した深層強化学習モデリングの開発

を行った。 
 
5. 化学物質・化学テロのリスクアセスメント

手法の分析・検証に関する研究 
① 化学物質に関する情報収集 
化学物質の人体や環境に与える影響を考慮す

る際に参考となる情報に関して、インターネ

ット上で取得可能な情報を調査した。さらに、

自治体や国などが保有する化学物質に関する

情報をその根拠となる法律や規則から検討し

た。最後に人体に影響する化学物質に関する

情報を取得している、あるいは脅威となって

いる化学物質をアセスメント、情報収拾して

いる機関とその性格を検討した。 
② 化学イベントへの対応に関する情報収集 
化学イベント発生時の評価法や対応法に関す

る情報に関して世界健康安全保障イニシアテ

ィブ（Global Health Security Initiative, 
GHSI）の Chemical Event Working 
Group(CEWG)の協議内容を含め資料を収集

した。また、CEWG により「化学イベント発

生後の地域の復興」に関し開催されたシンポ

ジウムからの情報収集を行った。 
 
6. オールハザード・アプローチに資する海外

事例に関する研究 
米国及び英国の政府機関、WHO、ECDC の

ウエブサイトから、オールハザード・アプロ

ーチによる公衆衛生上のハザード・脅威の影

響評価、リスクの分析・アセスメントの手法

に関するガイドライン等を収集した。RA の方

法論、実施体制、対象（ハザード・脅威）の

範囲、RA の利活用（公開・活用）の項目ごと

に主な所見を整理した。 
 
7. 感染症と自然災害の複合災害における基
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礎情報の収集・調査 
 感染症と自然災害の複合災害を想定し、

国・地方自治体（都道府県）におけるリスク

プロファイルの原案として、オールハザード

で対応が求められる避難所運営を対象として

検討した。また、平時から事案発生時にシー

ムレスに稼働するインテリジェンス機能の例

として、災害対応工程管理システム BOSS
（Business Operation Support System）につい
て考察した。 

 
（倫理面への配慮） 
 本研究は政策研究、システム開発に関する

研究であり、人を対象とした調査等は実施し

ていないため倫理面での特段の配慮は必要と

しない。 
 
Ｃ．研究結果 
1. 感染症・バイオテロ等のリスクアセスメン

ト手法に関する研究 
 SARS-CoV-2 の変異株に関する RA につい

て、最も体系的に評価が行われていたと考え

られるECDCおよび英国の事例検討を行った。 
① ECDC の RA 
ECDC は、2020 年 12 月に英国で報告された

アルファ株の発生以来、2022 年 4 月までに計

12 報の脅威評価（Threat assessment）また

は RA の報告を行っていた。アルファ株・デ

ルタ株出現初期の2つの報告以外については、

リスククエスチョンが立てられ、RA がなされ

ていた。変異株の置き代わりが進むにつれて、

RA の対象は市民や加盟国全体から、ハイリス

ク者や各国の流行状況、ワクチンの接種の進

行状況を考慮した対象へと変化していた。 
② 英国の変異株の RA フレームワーク 
英国は、2020 年 12 月のアルファ株の勃発以

後、ほぼ週１回のペースで Technical Briefing
を発行し、変異株の分類や、状況分析に関す

る更新を実施していた。変異株の RA につい

ては、アルファ株への置き代わりがほぼ完了

し、デルタ株が出現しつつあった 5 月に評価

方法を示した。この評価方法は、6 つの指標を

示し、それぞれの評価基準を３〜４段階で示

し、緑、黄、アンバー（橙）、赤に視覚的に色

分けしていた。エビデンスレベルについては、

３段階（低い、中程度、高い）で基準を設け、

それぞれの指標について明示した。2021 年 5
月から 12 月までは、6 つの指標のうち、「ヒ

トの間での伝播性」「感染症の重症度」「自然

感染後の免疫」「ワクチン」の指標とともに、

総合評価が示されていた。その後、獲得免疫

からの逃避が重要な要素となると「感染者増

加の優位性」が指標に追加され、「自然感染後

の免疫」、「ワクチン」は「免疫逃避」の１項

目に統合された。 
 
2. 放射線および環境因子のリスクアセスメ

ント手法の分析・検証に関する研究 

計26論文および2つの国際機関の報告書が該

当した。 
a. 原子力災害によるリスクとして認識され

ている項目およびリスクファクターの評

価方法 
 放射線による健康影響のアウトカムについ

ては、「がんの発生」としている文献が多く、

リスクファクターとして、環境中の放射線量、 
野生動物の肉を摂取した個人が受けた実効線

量、帰還困難区域など直接的な線量計測が困

難な地域の空間線量の計測として野生動物に

GPS 機能付き線量計を装着して推定する方法

などが用いられていた。 
b. 放射線に関する RA の好事例 
 個人の被ばく線量の評価としては、福島県

「県民健康管理調査」の「基本調査」が挙げ

られる。東日本大震災時の全福島県民を対象

として実施された調査であり、空間線量が最
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も高かった時期の外部被ばく線量を、震災後 4
か月間の行動記録を調査票により聴取して推

計したものである。放射線業務従事経験者以

外の対象者の 99.3％で 4 か月間の被ばく線量

が 10mSv 未満であり「放射線による健康被害

が出ることは考えにくい」との評価が得られ

た。また、原子力災害による心理的影響を「損

失幸福余命（loss of happy life expectancy）」
という指標を用いて評価した報告では、避難

者の精神的苦痛に伴う「損失幸福余命」は、

放射線被ばくによるがん死亡率によるものよ

りも高いという結果であった。WHO 及び

UNSCEAR の報告書では、いずれも福島住民

の被ばくによるリスクは健康に影響を及ぼす

レベルではないと総括している。 
 
3. 平時から事案発生時にシームレスに稼働

するインテリジェンス機能の提案に関する研

究 
 事案発生時のリスク分析項目として、以下

に挙げる 7 項目を検討した。 
• 曝露人口 
• 物資各種需要量 
• 配給拠点の決定から被災者割り当ての最

適化 
• 物資配送ルート・帰宅ルートの決定 
• 災害対策本部などの命令系統本部設置場

所 
• 住宅損壊時の損失額の計算 
• 複合災害時の組み合わせリスク 
 また、政府等の公的機関、民間機関が提供

するインターネット上の公開情報により、上

記リスク項目に必要な情報・データが入手可

能であることを確認し、ダッシュボードとし

て可視化できることが明らかになった。 
 
4. デジタル空間社会の構築とオールハザー

ドへの活用に関する研究 

① COVID-19 のクラスター発生個所予測に関

わる人流とウェブ検索データの統合 
実際にクラスターの発生報告された都内８か

所について、人流データとウェブ検索データ

を統合し後方視的に検証することで、1〜2 週

間前に予測できる可能性が明らかになった。 
② 携帯電話を用いた感染拡大リスク低減の

ための新たな接触確認技術の提案 
CIRCLE 法は、携携帯電話会社が保有する

位置情報履歴と保健所が保有する陽性患者の

行動履歴を用いて、濃厚接触のリスクを特定

する仕組みであり、Bluetooth 法と比較して精

度やプライバシーの確保の点で利点があると

考えられた。携帯電話の位置情報履歴の精度

に依存するため、特性の異なる接触リスク計

算を組み合わせることで計算に要するコスト

を抑制し、高精度な接触リスク計算が可能で

あることを示した。 
③ 広域水害後の道路復旧作業の最適化にお

ける人流を考慮した深層強化学習モデリング   
 2018 年の西日本豪雨を事例として、実際の

人流・交通状況を考慮して最適な道路復旧戦

略を抽出できることが明らかになった。 
 
5. 化学物質・化学テロのリスクアセスメント

手法の分析・検証に関する研究 
① 化学物質に関する情報収集 
 化学物質に関する国内外の情報ソースにつ

いて収集し下記の観点から整理した。 
ア）インターネット上の公開情報 
 GHSI Chemical Risk Prioritization Tool
の他、産業保健関連の情報など。 
イ）行政機関等が管轄・保有する情報 
 消防、警察が管轄する情報の他、農薬の販

売における届出（都道府県）、化学物質の審査

及び製造等の規制に関する法律に基づく届出

（国：経済産業省）の情報など。 
ウ）専門機関が保有する情報 
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 日本中毒情報センター、国立医薬品食品衛

生研究所のデータベースなど。 
エ）インターネット利用分析に基づく情報 
 違法薬物等について、インターネットの検

索動向や Social Networking Service (SNS）
上の情報量の動向を分析することで、当該薬

物等が使用される可能性を推計する試みも行

われていた。 
② 化学イベントへの対応に関する情報収集 
 化学イベントへの対応において、有用な資

料として、米国 CDC、国土安全保障省のウェ

ブサイト、WHO による化学イベント時の公

衆衛生マネジメントマニュアル、GHSI が提

示する化学イベント後の復興に関する事例な

どが収集された。 
 
6. オールハザード・アプローチに資する海外

事例に関する研究 
 米国、英国及び WHO、ECDC の RA の方

法論、実施体制、対象、利活用について情報

の収集・整理を行った。オールハザードを対

象とする RA が主流であり、保健当局以外に

も関係機関、専門家などが参集し評価と判断

を実施していた。方法論は細部の違いはある

ものの概して共通しており、基本的な情報の

収集後、国・地域で対応が必要な脅威・ハザ

ードを特定し、シナリオを作成、過去の事例

データや災害リスクモデリングを利用しリス

クの発生可能性（likelihood）と影響（impact）
を評価するという手順がとられていた。英国

や WHO、ECDC はリスクレベルの評価を行

い、リスクマトリックスを用いて可視化する

手法がとられていた。米国は RA の最終段階

で、各関係機関の対応能力の目標設定まで実

施することとなっていた。また、WHO が 2021
年に発行した「戦略的リスクアセスメントの

ためのツールキット」（関連文書とともに日本

語訳を資料 1、２として提示）は今後国・自治

体で、オールハザード・アプローチの RA を

実践する上で有用な方法を提示していた。 
 RA の結果は平時から関係機関と共有し、災

害・健康危機管理上の事前準備に活用されて

いた。ECDC はリスクコミュニケーションの

重要性にも触れており、国民の関心や期待、

その他の外部要因が RA の対応に影響を与え

ることがあることにも留意が必要である。 
 
7. 感染症と自然災害の複合災害における基

礎情報の収集・調査 
 COVID-19 が流行する状況下での自然災害

発生時の避難所のあり方を通じて、行政が体

系的な公衆衛生リスクプロファイルを構築す

るにあたり、優先すべきハザード・脅威を特

定し、適切な対策を講じる上での基礎資料を

整理した。また、災害対応業務に着目し、47
種の災害対応業務の全体像の把握、42 種の避

難所運営業務を整理し、災害対応工程管理シ

ステム BOSS を提案した。インテリジェンス

機能の効果的な運用を可能にする人的・物的

リソースの配備・デジタル社会に対応した技

術活用のあり方を示し、災害対策本部機能の

拡充・効率化のために、避難所運営業務に関

連する情報システムを調査し、今後研究開発

が必要とされる情報システムについての示唆

を得た。 
 
Ｄ．考察  
 わが国におけるオールハザード・アプロー

チに基づいた RA のあり方の参考にすべく、

感染症、放射線、化学物質、自然災害等につ

いて国内外の事例を収集するとともに、RA に

適用されうる情報技術、空間情報の活用の可

能性について、検討を行った。また、WHO、

ECDC を中心とする国際機関の RA に関する

ガイダンスの内容を精査し、すでにオールハ

ザード・アプローチの RA を実践している米
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国、英国の事例、体制について調査を行った。 
 感染症、特に COVID-19 対応では、ECDC
と英国の手法が最も体系的でかつ精緻に分析、

報告がなされていた。COVID-19 の感染状況

や変異株の出現等に応じて迅速な RA が実施

され、その結果の示し方についても、カラー

コードの使用、信頼レベルの明示など参考に

すべき点が多くあった。また、限られた知見

しか得られていない状況でも RA を実施し、

その結果について、一定の見解と対策の方向

性に資する解釈を与える必要があることから、

リスクコミュニケーションを重視した手法の

開発が求められる。リスクコミュニケーショ

ンは、感染症に限らず、放射線や化学物質に

よる災害・事故、自然災害等、あらゆるハザ

ード・脅威においても重要だが、ハザード・

脅威が異なる場合でも手法は共通する部分が

多いと考えられる。オールハザード・アプロ

ーチによる包括的な体制の整備が求められる。 
 RA に関連する情報システムのあり方、そし

てデジタル空間情報の活用の可能性について

の分析では、RA に必要とされる情報の多くは

すでにわが国において整備されており、ダッ

シュボードなど視覚的に理解しやすい方法で

の展開も実現可能な状況となっていることが

明らかになった。また、デジタル空間情報は、

自然災害後の被災地のインフラ・交通の被災

状況の把握や感染症の伝播モデルなど、デー

タの種類や活用範囲の幅が広く、今後社会の

デジタル化が進む中、RA の実施・見直しのプ

ロセスで活用の可能性を検討することが望ま

しいと考えられた。 
 オールハザード・アプローチの RA を実践

する米国、英国の方法、WHO、ECDC などの

ガイダンスが推奨する RA の方法論は多くの

共通点がみられた。国や地域の状況をふまえ

たハザード・脅威の特定、シナリオを用いた

影響の大きさの検討と過去の事例等を参考に

した発生可能性の推定、リスクのランクづけ

と優先すべきリスクの提示などである。そし

て、この一連のプロセスは、保健医療の関係

者だけでなく、消防、警察、環境、交通など

を扱う行政機関や専門家、さらにはリスクの

影響を受ける可能性のある業界団体等の利害

関係者を含む分野横断的な会議体において実

施されていた。今回資料３として提示したわ

が国の RA の現状に関する調査では、各種法

制度、計画、マニュアル、指針等が各主体そ

れぞれで準備され対応体制が整えられていた

が、オールハザード対応ではないため、国と

してのリスクプロファイルの全体像が把握で

きないことが示された。RA 結果の共有と活用、

RA のプロセスや事前準備の効率化を図る上

でも、分野横断的な RA の取り組みが望まれ

る。その一方で、先行する英国では、

COVID-19 対応の経験をふまえて、現行の RA
の方法論の限界や改善点も指摘されはじめて

いることから、今後の動向を注視するととも

に、我が国としてもより効果的な RA のあり

方について継続的な検討が必要と考えられる。 
 
Ｅ．結論 
わが国ではオールハザード・アプローチの RA
の実践体制が整備されていないが、米国・英

国等では、国・地域で注意すべきハザード・

脅威を幅広く対象とした体系的な RA が定期

的に実施されており、この結果が災害・健康

危機に対する事前準備に活用されていた。ま

た、COVID-19 対応における ECDC や英国の

取り組みにみられるように、健康危機の発生

時に不明な点が多い状況下でも迅速かつ継続

的に RA を実施し、さらにその結果を政策決

定者や一般市民にわかりやすく提示すること

で、効果的なリスクコミュニケーションにつ

なげる体制を構築することも重要である。気

候変動や社会情勢の変化、科学技術の進歩な
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どに伴い未知のハザード・脅威も増えること

が想定される中、わが国においても戦略的な

RA 体制を構築することは重要と考えられる。

そのためには、WHO や ECDC のガイダンス

や先行する諸外国の取り組みが示すように、

保健医療関係者だけでなく、多部門の行政機

関、研究機関、多様なステークホルダーによ

る分野横断的な RA 実践体制を整備すること

が求められる。 
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